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(57)【要約】
【課題】シリコーンオイルを分散媒とし、帯電量の大き
な粒子を安定性良く分散した粒子分散液が、洗浄・乾燥
工程を経ることなく簡易に作製される粒子分散液の製造
方法、及びそれにより得られる粒子分散液を提供するこ
と。そして、得られた粒子分散液を利用した画像表示媒
体及び画像表示装置を提供すること。
【解決手段】イオン性高分子、乳化剤、着色剤、シリコ
ーンオイルからなる第１溶媒、前記シリコーンオイルと
は非相溶で、及び前記シリコーンオイルより沸点が低く
且つイオン性高分子を溶解する第２溶媒を含む混合溶液
を攪拌し、乳化させる乳化工程と、前記乳化させた混合
溶液から前記第２溶媒を除去する除去工程と、を有する
ことを特徴とする粒子分散液の製造方法である。そして
、得られた粒子分散液を画像表示媒体及び画像形成装置
に適用する。
【選択図】図１



(2) JP 2008-216902 A 2008.9.18

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　イオン性高分子と、乳化剤と、着色剤と、シリコーンオイルからなる第１溶媒と、前記
シリコーンオイルとは非相溶で、前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分
子を溶解する第２溶媒、とを含む混合溶液を攪拌し、乳化させる乳化工程と、
　前記乳化させた混合溶液から前記第２溶媒を除去する除去工程と、
　を有することを特徴とする粒子分散液の製造方法。
【請求項２】
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項１に記載の粒子
分散液の製造方法。
【請求項３】
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項１又は２に記載の粒子分散液の製造
方法。
【請求項４】
　イオン性高分子と、乳化剤と、着色剤と、シリコーンオイルからなる第１溶媒と、前記
シリコーンオイルとは非相溶で、前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分
子を溶解する第２溶媒と、を含む混合溶液を攪拌し、乳化させる乳化工程と、
　前記乳化させた混合溶液から前記第２溶媒を除去する除去工程と、
　を少なくとも経て作製されたことを特徴とする粒子分散液。
【請求項５】
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項４に記載の粒子
分散液。
【請求項６】
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項４又は５に記載の粒子分散液。
【請求項７】
　少なくとも一方が透光性を有すると共に間隙をもって対向して配置された一対の基板と
、
　透光性を有する分散媒と前記分散媒中に分散され前記一対の基板間に形成される電界に
応じて移動する粒子群とを含み、前記一対の基板間に封入される粒子分散液であって、イ
オン性高分子、乳化剤、着色剤、シリコーンオイルからなる第１溶媒、及び前記シリコー
ンオイルとは非相溶で前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分子を溶解す
る第２溶媒を含む混合溶液を攪拌し乳化させる乳化工程と、前記乳化させた混合溶液から
前記第２溶媒を除去する除去工程と、を少なくとも経て作製される粒子分散液と、
　を備えることを特徴とする画像表示媒体。
【請求項８】
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項７に記載の画像
表示媒体。
【請求項９】
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項７又は８に記載の画像表示媒体。
【請求項１０】
　前記粒子分散液が複数種類有し、
　当該複数種類の粒子分散液に含まれる粒子群が、互いに電界に応じて移動するために必
要な電圧の絶対値が異なると共に、互いに異なる色に着色されていることを特徴とする請
求項７乃至９のいずれか１項に記載の画像表示媒体。
【請求項１１】
　前記複数種類の粒子分散液に含まれる粒子群が、電界に応じて移動するために必要な電
圧範囲を有し、且つ互いに当該電圧範囲が異なることを特徴とする請求項１０に記載の画
像表示媒体。
【請求項１２】
　請求項７乃至１１のいずれか１項に記載の画像表示媒体と、
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　前記画像表示媒体の前記一対の基板間に、電圧を印加する電圧印加手段と、
　を有することを特徴とする画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粒子分散液及びその製造方法、画像表示媒体、並びに、画像表示装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、繰り返し書き換えが可能なシート状の画像表示媒体として、Twisting Ball 
Display（２色塗り分け粒子回転表示）、電気泳動、磁気泳動、サーマルリライタブル媒
体、メモリ性を有する液晶などの表示技術が提案されている。
【０００３】
　上記表示技術の一つとして、導電性着色粒子と白色粒子を対向する電極基板間に封入し
、非表示基板の電極内側表面に設けた電荷輸送層を介して導電性着色粒子へ電荷を注入し
、電荷注入された導電性着色粒子が非表示基板に対向して位置する表示基板側へ、電極基
板間の電界により移動し、導電性着色トナーが表示側の基板内側へ付着して導電性着色粒
子と白色粒子とのコントラストにより画像表示する表示技術が提案されている。本表示技
術は、画像表示媒体が全て固体で構成されており、白と黒（色）の表示を原理的に１００
％切り替えることができる点で優れている。
【０００４】
　ところで、上記表示技術において、基板間を移動する粒子は、分散媒に分散された状態
で基板間に封入されている。この分散媒としては、例えば、芳香族炭化水素溶媒、脂肪族
炭化水素溶媒、ハロゲン化炭化水素溶媒、シリコーンオイルの如くオイル状ポリシロキサ
ン、又は、高純度石油などの絶縁性の高い溶媒を用いられている。これらの中でも、安全
性が高く、化学的に安定で長期の信頼性の良いシリコーン系溶媒が望ましく、さらには抵
抗率の高さの観点からストレートのジメチルシリコーンが望ましく適用されている（例え
ば、特許文献１乃至２）。
【０００５】
　例えば、特許文献１では、シリコーンに分散するために、粒子作製後に乾燥・溶媒置換
工程を経て、粒子をシリコーンオイルに分散させている。また、特許文献２では、塩酸水
溶液を加えて反応生成物（粒子）を析出させ、反応溶媒を除去した後，さらに水洗浄・乾
燥させた後、シリコーンオイルに再分散する工程を経て、粒子をシリコーンオイルに分散
させている。
【０００６】
　一方、乾燥工程を経ることなく、最終的に分散媒として用いるシリコーンオイル中で粒
子を作製し、分散媒に粒子を分散させる例としては，特許文献３で提案されている。この
特許文献３では、粒子を効率良く帯電させるために、粒子を、主として、顔料と、樹脂化
合物と、非プロトン性溶媒（シリコーンオイル）に対する溶解性が５重量％以下の電荷調
整剤とで構成している。
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－０１５１６８
【特許文献２】特開２００３－０９６１９１
【特許文献３】特開２００４－２７９７３２
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、特許文献１及び２の如く、洗浄・乾燥工程を経てシリコーンオイルに粒
子を分散させると、粒子が凝集してしまい、再分散しないといった問題がある。一方、特
許文献３の如く、乾燥工程を経ることなく、最終的に分散媒として用いる溶媒中で粒子を
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作製する例もあるが、この文献の粒子の作製方法では、例えば、構成材料である帯電制御
剤が、粒子に対して物理的に固定化されておらず、また分散溶媒に対して溶解性があるこ
とから、長期的な帯電特性の安定性が悪く、帯電量の大きな粒子を作製することが難しい
のが現状である。なお、特許文献３では、帯電制御剤として、それ自体が着色しているニ
グロシン染料やモノアゾ染料が利用されていることから、帯電制御剤としての利用は事実
上黒色を表示するための粒子に限定され、黒以外の色を表示するための粒子として用いる
ことは困難である。
【０００９】
　そこで、本発明の課題は、帯電量の大きな粒子が分散された粒子分散液を、洗浄・乾燥
工程を経ることなく簡易に作製される粒子分散液の製造方法、及びそれにより得られる粒
子分散液を提供することである。また、本発明の課題は、粒子分散液の製造方法を利用し
た、画像表示媒体、並びに、画像表示装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題は、以下の手段により解決される。即ち、
【００１１】
　請求項１に係る発明は、
　イオン性高分子と、乳化剤と、着色剤と、シリコーンオイルからなる第１溶媒と、前記
シリコーンオイルとは非相溶で、前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分
子を溶解する第２溶媒とを含む混合溶液を攪拌し、乳化させる乳化工程と、
　前記乳化させた混合溶液から前記第２溶媒を除去する除去工程と、
　を有することを特徴とする粒子分散液の製造方法である。
【００１２】
　請求項２に係る発明は、
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項１に記載の粒子
分散液の製造方法である。
【００１３】
　請求項３に係る発明は、
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項１又は２に記載の粒子分散液の製造
方法である。
【００１４】
　請求項４に係る発明は、
　イオン性高分子と、乳化剤と、着色剤と、シリコーンオイルからなる第１溶媒と、前記
シリコーンオイルとは非相溶で、前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分
子を溶解する第２溶媒と、を含む混合溶液を攪拌し、乳化させる乳化工程と、
　前記乳化させた混合溶液から前記第２溶媒を除去する除去工程と、
　を少なくとも経て作製されたことを特徴とする粒子分散液である。
【００１５】
　請求項５に係る発明は、
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項４に記載の粒子
分散液である。
【００１６】
　請求項６に係る発明は、
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項４又は５に記載の粒子分散液である
。
【００１７】
　請求項７に係る発明は、
　少なくとも一方が透光性を有すると共に間隙をもって対向して配置された一対の基板と
、
　透光性を有する分散媒と前記分散媒中に分散され前記一対の基板間に形成される電界に
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応じて移動する粒子群とを含み、前記一対の基板間に封入される粒子分散液であって、イ
オン性高分子、乳化剤、着色剤、シリコーンオイルからなる第１溶媒、及び前記シリコー
ンオイルとは非相溶で前記シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分子を溶解す
る第２溶媒を含む混合溶液を攪拌し乳化させる乳化工程と、前記乳化させた混合溶液から
前記第２溶媒を除去する除去工程と、を少なくとも経て作製される粒子分散液と、
　を備えることを特徴とする画像表示媒体である。
【００１８】
　請求項８に係る発明は、
　前記乳化剤が、樹枝状構造を持つ高分子であることを特徴とする請求項７に記載の画像
表示媒体である。
【００１９】
　請求項９に係る発明は、
　前記第２溶媒が、水であることを特徴とする請求項７又は８に記載の画像表示媒体であ
る。
【００２０】
　請求項１０に係る発明は、
　前記粒子分散液が複数種類有し、
　当該複数種類の粒子分散液に含まれる粒子群が、互いに電界に応じて移動するために必
要な電圧の絶対値が異なると共に、互いに異なる色に着色されていることを特徴とする請
求項７乃至９のいずれか１項に記載の画像表示媒体である。
【００２１】
　請求項１１に係る発明は、
　前記複数種類の粒子分散液に含まれる粒子群が、電界に応じて移動するために必要な電
圧範囲を有し、且つ互いに当該電圧範囲が異なることを特徴とする請求項１０に記載の画
像表示媒体である。
【００２２】
　請求項１２に係る発明は、
　請求項７乃至１１のいずれか１項に記載の画像表示媒体と、
　前記画像表示媒体の前記一対の基板間に、電圧を印加する電圧印加手段と、
　を有することを特徴とする画像表示装置である。
【発明の効果】
【００２３】
　請求項１に係る発明によれば、帯電量の大きな粒子を安定性良く分散した粒子分散液が
、洗浄・乾燥工程を経ることなく簡易に作製される、といった効果を奏する。
【００２４】
　請求項２に係る発明によれば、粒子がより安定性良く分散した粒子分散液が作製される
、といった効果を奏する。
【００２５】
　請求項３に係る発明によれば、より帯電量の大きな粒子が分散した粒子分散液が作製さ
れる、といった効果を奏する。
【００２６】
　請求項４に係る発明によれば、帯電量の大きな粒子が安定性良く分散される、といった
効果を奏する。
【００２７】
　請求項５に係る発明によれば、粒子がより安定性良く分散される、といった効果を奏す
る。
【００２８】
　請求項６に係る発明によれば、より帯電量の大きな粒子が得られる、といった効果を奏
する。
【００２９】
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　請求項７に係る発明によれば、表示性及び信頼性に優れる、といった効果を奏する。
【００３０】
　請求項８に係る発明によれば、より表示性及び信頼性に優れる、といった効果を奏する
。
【００３１】
　請求項９に係る発明によれば、より表示性及び信頼性に優れる、といった効果を奏する
。
【００３２】
　請求項１０に係る発明によれば、鮮明なカラー表示がされる、といった効果を奏する。
【００３３】
　請求項１１に係る発明によれば、混色を抑制し、カラー表示される、といった効果を奏
する。
【００３４】
　請求項１２に係る発明によれば、表示性及び信頼性に優れる、といった効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００３５】
　以下、本発明の実施形態について説明する。
【００３６】
　（第１実施形態）
　第１実施形態に係る粒子の製造方法は、イオン性高分子、乳化剤、着色剤、シリコーン
オイルからなる第１溶媒、及びシリコーンオイルとは非相溶でシリコーンオイルより沸点
が低く且つイオン性高分子を溶解する第２溶媒を含む混合溶液を攪拌し、乳化させる乳化
工程と、乳化させた混合溶液から第２溶媒を除去する除去工程と、有することを特徴とし
ている。
【００３７】
　本実施形態に係る粒子の製造方法では、上記工程を経ることで、シリコーンオイルを分
散媒とし、帯電量の大きな粒子を安定性良く分散した粒子分散液が、洗浄・乾燥工程を経
ることなく簡易に作製される。以下、工程別に説明する。
【００３８】
－乳化工程－
　乳化工程では、イオン性高分子と、乳化剤と、着色剤と、シリコーンオイルからなる第
１溶媒と、シリコーンオイルとは非相溶で、シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン
性高分子を溶解する第２溶媒と、を混合する。そして、得られた混合溶液を攪拌し、乳化
させる。
【００３９】
　乳化工程では、上記混合液を攪拌することで、第１溶媒（シリコーンオイル）が貧溶媒
として連続相中に、第２溶媒が良溶媒として分散相を形成して乳化される。なお、連続相
中に乳化剤が溶解又は分散され、分散相にイオン性高分子、及び着色剤が溶解又は分散さ
れることになる。
【００４０】
　この乳化させるための攪拌は、例えば、自体公知の攪拌装置（例えば、ホモジナイザー
、ミキサー、超音波破砕機等）を用いて行われる。乳化時の温度上昇を抑制するために、
乳化時の混合液の温度は０℃以上２５℃以下に保つことが望ましい。例えば、乳化させる
ためのホモジナイザーやミキサーの攪拌速度、超音波破砕機の出力強度および乳化時間は
，所望の粒子径に応じて設定される。
【００４１】
　以下、各材料について説明する。まず、イオン性高分子について説明する。
【００４２】
　イオン性高分子は、イオン性基を有する高分子であり、第２溶媒（良溶媒）に溶解され
る得るものである。イオン性高分子として具体的には、例えば、イオン性単量体と非イオ
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ン性単量体との共重合体が挙げられる。また、イオン性高分子は、当該共重合体の塩であ
ってもよい。
【００４３】
　イオン性単量体としては、カチオン性単量体、アニオン性単量体のいずれも用いられる
。カチオン性単量体としては、化合物中に水酸基や四級化されたアミン基を有する単量体
が用いられる。このような単量体の例としては、Ｎ,Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ,Ｎ
－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ,Ｎ－ジエチルアクリルアミド、エチレンイミ
ン、アクリルアミン、ビニルピリジンなどが挙げられる。
【００４４】
　一方、アニオン性単量体としては、化合物中にカルボキシル基、スルフォン酸基、ホス
ホン酸基のようなアニオン性基を有する単量体が用いられる。このような単量体の例とし
ては、アクリル酸、メタクリル酸、マレイン酸、ポリビニルスルホン酸、スチレンスルホ
ン酸、アクリルアミドメチルプロパンスルホン酸などが挙げられる。
【００４５】
　また、非イオン性単量体としては、（メタ）アクリロニトリル、（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステル、（メタ）アクリル酸ジアルキルアミノアルキルエステル、（メタ）アク
リルアミド、エチレン、プロピレン、ブタジエン、イソプレン、イソブチレン、Ｎ－ジア
ルキル置換（メタ）アクリルアミド、スチレン、ビニルカルバゾール、スチレン、スチレ
ン誘導体、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、グリセリル（メタ）アクリレー
ト、ポリエチレングリコールモノ（メタ）アクリレート、塩化ビニル、塩化ビニリデン、
エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、メチレンビスアクリルアミド、イソプレン
、ブタジエン、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、ジエチレングリコールジ（
メタ）アクリレート、ブタンジオールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メ
30タ）アクリレート、ビニルピロリドンなどが挙げられる。
【００４６】
　ここで、イオン性単量体と非イオン性単量体との共重合体において、イオン性単量体と
非イオン性単量体との共重合比は、所望の粒子の帯電量に応じて適宜変更される。
【００４７】
　イオン性高分子の重量平均分子量としては、１０００以上１００万以下が望ましく、よ
り望ましくは１万以上２０万以下である。
【００４８】
　次に、乳化剤について説明する。乳化剤としては、シリコーン変性樹脂、変性シリコー
ンオイルが好適に挙げられる。
　シリコーン変性樹脂としては、シリコーン変性アクリル樹脂、シリコーン変性ポリウレ
タン樹脂、シリコーン変性エポキシ樹脂等が挙げられる。これらの中でも、得られる粒子
の分散安定性向上の点から、シリコーン変性樹脂としては、シリコーン変性アクリル樹脂
が好適である。
【００４９】
　上記シリコーン変性アクリル樹脂は、例えば、アクリル酸エステル類（例えばアクリル
酸、アクリル酸アルキル等）、メタクリル酸エステル類（アクリルアミド、アクリロニト
リル、メタクリル酸、メタクリル酸アルキル等）、メタクリルアミド、及びメタクリロニ
トリルから選択される単量体の単独重合体又は２種以上の共重合体に対し、シリコーンを
変性させたものが挙げられる。
【００５０】
　シリコーン変性アクリル樹脂として具体的には、例えば、「ＫＰ５４５：信越シリコー
ン社製」、「ＦＡ－４００１ＣＭ：東レダウシリコーン社製」、「サイマック：東亜合成
社製」等が挙げられる。
【００５１】
　一方、変性シリコーンオイルとしては、カルボキシル変性シリコーンオイル、フッ素変
性シリコーンオイル、アルコール変性シリコーンオイル、エポキシ変性シリコーンオイル
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、アミン変性シリコーンオイル等が挙げられる。これらの中でも、これらの中でも、得ら
れる粒子の分散安定性向上の点から、変性シリコーンオイルとしては、アミン変性シリコ
ーンオイルが好適である。
【００５２】
　変性シリコーンオイルとして具体的には、例えば、「ＴＳＦ４７０８：ＧＥ東芝シリコ
ーン社製」、「ＴＳＦ４７０９：ＧＥ東芝シリコーン社製」等が挙げられる。
【００５３】
　ここで、乳化剤として、樹枝状構造を持つ高分子を適用することが特に好適である。樹
枝状構造を持つ高分子を乳化剤として適用することで、得られる粒子の分散安定性が特に
向上される。この樹枝状構造を持つ高分子とは、主鎖に対し連結される側鎖が規則的な枝
分かれした分子構造（デンドマリー構造と呼ばれる分子構造）を持つ高分子である。この
如く、樹枝状構造を持つ高分子としては、「ＦＡ－４００１ＣＭ：東レダウシリコーン社
製」に代表されるシリコーン変性アクリル樹脂（例えば、「ＦＡ－４００１ＣＭ：東レダ
ウシリコーン社製」）が好適に挙げられる。このシリコーン変性アクリル樹脂は、アクリ
ル主鎖に対して連結される側鎖シリコーンが、多数のトリメチルシロキサン基が規則的に
枝分かれして球状に構成されたオリゴマーで構成されたものである。無論、樹枝状構造を
持つ高分子としては、これに限定されるわけではない。
【００５４】
　乳化剤の配合量としては、第１溶媒に対し３重量％以上４０重量％以下が望ましく、望
ましくは５重量％以上２０重量％以下である。
【００５５】
　次に、着色剤について説明する。着色剤としては、第２溶媒（良溶媒）に分散され得る
ものが使用され、有機顔料、無機顔料、染料等の各種いずれ着色剤も使用される。着色剤
としては、例えば、マグネタイト、フェライト等の磁性紛、カーボンブラック、酸化チタ
ン、酸化マグネシウム、酸化亜鉛、フタロシアニン銅系シアン色材、アゾ系イエロー色材
、アゾ系マゼンタ色材、キナクリドン系マゼンタ色材、レッド色材、グリーン色材、ブル
ー色材等の公知の着色剤が挙げられる。着色剤として具体的には、例えば、アニリンブル
ー、カルコイルブルー、クロムイエロー、ウルトラマリンブルー、デュポンオイルレッド
、キノリンイエロー、メチレンブルークロリド、フタロシアニンブルー、マラカイトグリ
ーンオキサレート、ランプブラック、ローズベンガル、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド４８
：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメント・レッド５７：１、Ｃ．
Ｉ．ピグメント・イエロー９７、Ｃ．ブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメント・ブルー１５
：３、等が代表的なものとして例示される。また、着色剤としては、空気を内包した多孔
質のスポンジ状粒子や中空粒子も白色の着色剤として利用し得る。
【００５６】
　着色剤の配合量としては、樹脂（イオン性高分子）に対し１０重量％以上９９重量％以
下が望ましく、望ましくは３０重量％以上９９重量％以下である。なお、着色剤は、第２
溶媒（良溶媒）に分散された状態で、混合溶液に配合させることがよい。
【００５７】
　次に、第１溶媒としてのシリコーンオイルについて説明する。
　シリコーンオイルは、混合溶液中で連続相を形成し得る貧溶媒として用いられる。シリ
コーンオイルとして具体的には、シロキサン結合に炭化水素基が結合したシリコーンオイ
ル（例えば、ジメチルシリコーンオイル、ジエチルシリコーンオイル、メチルエチルシリ
コーンオイル、メチルフェニルシリコーンオイル、ジフェニルシリコーンオイル等）、変
性シリコーンオイル（例えば、フッ素変性シリコーンオイル、アミン変性シリコーンオイ
ル、カルボキシル変性シリコーンオイル、エポキシ変性シリコーンオイル、アルコール変
性シリコーンオイルなど）が挙げられる。これらの中も、安全性が高く、化学的に安定で
長期の信頼性が良く、且つ抵抗率が高いといった観点から、ジメチルシリコーンが特に望
ましい。
【００５８】



(9) JP 2008-216902 A 2008.9.18

10

20

30

40

50

　シリコーンオイルの粘度は、温度２０℃の環境下において、０．１ｍＰａ・ｓ以上２０
ｍＰａ・ｓ以下であることが望ましく、より望ましくは０．１ｍＰａ・ｓ以上２ｍＰａ・
ｓ以下である。粘度を上記範囲とすることで、粒子の移動速度、すなわち、表示速度の向
上が図れる。なお、この粘度の測定には、東京計器製Ｂ－８Ｌ型粘度計を用いる。
【００５９】
　次に、第２溶媒について説明する。
　第２溶媒は、混合溶液中で分散相を形成し得る良溶媒として用いられる。また、シリコ
ーンオイルとは非相溶で、シリコーンオイルより沸点が低く且つイオン性高分子を溶解す
るものが選択される。ここで、非相溶とは、複数の物質系が混じりあわずにそれぞれ独立
した相で存在する状態を示す。また、溶解とは、溶解物の残存が目視にて確認でない状態
を示す。
【００６０】
　第２溶媒として具体的には、例えば、水、炭素数５以下（望ましくは以上以下）の低級
アルコール（例えば、メタノール、エタノール、プロパノール、イソプロピルアルコール
等）、テトラヒドロフラン、アセトンが挙げられる。これらの中でも、より帯電量の大き
な粒子が得られるとった観点から、水が特に望ましい。
【００６１】
　第２溶媒は、例えば加熱減圧により混合溶液の系から除去され得ることからシリコーン
オイルよりも沸点が低いものから選択されるが、当該沸点としては、例えば５０℃以上１
５０℃以下であることが望ましく、より望ましくは５０℃以上１００℃以下である。
【００６２】
　次に、その他の配合材料について説明する。上記乳化させる混合溶液中には、必要に応
じて、上記材料以外の他の配合材料を配合してもよい。
【００６３】
　他の配合材料としては、例えば、得られる粒子の帯電量を調整する目的で、帯電制御剤
が用いられる。帯電制御剤としては、電子写真用トナー材料に使用される公知のものが使
用でき、例えば、セチルピリジルクロライド、ＢＯＮＴＲＯＮ　Ｐ－５１、ＢＯＮＴＲＯ
Ｎ　Ｐ－５３、ＢＯＮＴＲＯＮ　Ｅ－８４、ＢＯＮＴＲＯＮ　Ｅ－８１（以上、オリエン
ト化学工業社製）等の第４級アンモニウム塩、サリチル酸系金属錯体、フェノール系縮合
物、テトラフェニル系化合物、酸化金属微粒子、各種カップリング剤により表面処理され
た酸化金属微粒子を挙げられる。なお、本実施形態では、帯電性制御剤を用いなくとも、
帯電量が制御された粒子が得られるが、例えば、帯電特性の調整等を目的して用いてよい
。
【００６４】
　粒子の内部や表面には、必要に応じて、磁性材料を混合してもよい。磁性材料は必要に
応じてカラーコートした無機磁性材料や有機磁性材料を使用する。また、透明な磁性材料
、特に、透明有機磁性材料は着色顔料の発色を阻害せず、比重も無機磁性材料に比べて小
さく、より望ましい。
　着色した磁性粉として、例えば、特開２００３－１３１４２０公報記載の小径着色磁性
粉を用いる。核となる磁性粒子と該磁性粒子表面上に積層された着色層とを備えたものが
用いられる。そして、着色層としては、顔料等により磁性粉を不透過に着色する等適宜選
定して差し支えないが、例えば光干渉薄膜を用いるのが好ましい。この光干渉薄膜とは、
ＳｉＯ2やＴｉＯ2等の無彩色材料を光の波長と同等な厚みを有する薄膜にしたものであり
、薄膜内の光干渉により光を波長選択的に反射するものである。
【００６５】
　また、他の配合材料としては、例えば、得られる粒子の表面付着させる目的で、外添剤
を用いてもよい。外添剤の色は、粒子の色に影響を与えないように、透明であることが好
ましい。
【００６６】
　外添剤としては、酸化ケイ素（シリカ）、酸化チタン、アルミナのような金属酸化物等
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の無機微粒子が用いられる。微粒子の帯電性、流動性、及び環境依存性等を調整するため
に、これらをカップリング剤やシリコーンオイルで表面処理してもよい。
【００６７】
　カップリング剤には、アミノシラン系カップリング剤、アミノチタン系カップリング剤
、ニトリル系カップリング剤等の正帯電性のものと、窒素原子を含まない（窒素以外の原
子で構成される）シラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤、エポキシシランカ
ップリング剤、アクリルシランカップリング剤等の負帯電性のものがある。同様に、シリ
コーンオイルには、アミノ変性シリコーンオイル等の正帯電性のものと、ジメチルシリコ
ーンオイル、アルキル変性シリコーンオイル、α－メチルスルホン変性シリコーンオイル
、メチルフェニルシリコーンオイル、クロルフェニルシリコーンオイル、フッ素変性シリ
コーンオイル等の負帯電性のものが挙げられる。これらは外添剤の所望の抵抗に応じて選
択される。
【００６８】
　このような外添剤の中では、よく知られている疎水性シリカや疎水性酸化チタンが好ま
しく、特に特開平１０－３１７７記載のＴｉＯ（ＯＨ）2と、シランカップリング剤のよ
うなシラン化合物との反応で得られるチタン化合物が好適である。シラン化合物としては
クロロシラン、アルコキシシラン、シラザン、特殊シリル化剤のいずれのタイプを使用す
ることも可能である。このチタン化合物は、湿式工程の中で作製されるＴｉＯ（ＯＨ）2

にシラン化合物あるいはシリコーンオイルを反応、乾燥させて作製される。数百度という
焼成工程を通らないため、Ｔｉ同士の強い結合が形成されず、凝集が全くなく、微粒子は
ほぼ一次粒子の状態である。さらに、ＴｉＯ（ＯＨ）2にシラン化合物あるいはシリコー
ンオイルを直接反応させるため、シラン化合物やシリコーンオイルの処理量が多され、シ
ラン化合物の処理量等を調整することにより帯電特性が制御され、且つ付与される帯電能
も従来の酸化チタンのそれより顕著に改善される。
【００６９】
　外添剤の一次粒子は、一般的には５ｎｍ以上１００ｎｍ以下であり、好ましくは１０ｎ
ｍ以上５０ｎｍ以下であるが、これに限定されない。
【００７０】
　外添剤と粒子の配合比は粒子の粒径と外添剤の粒径の兼ね合いから適宜調整される。外
添剤の添加量が多すぎると粒子表面から該外添剤の一部が遊離し、これが他方の粒子の表
面に付着して、所望の帯電特性が得られなくなる。一般的には、外添剤の量は、粒子１０
０重量部に対して、０．０１重量部以上３重量部以下、より好ましくは０．０５重量部以
上１重量部以下である。
【００７１】
－除去工程－
　次に、除去固定では、乳化工程において乳化させた混合溶液から第２溶媒（良溶媒）を
除去する。この第２溶媒を除去することで、当該第２溶媒により形成された分散相内で、
イオン性高分子が、他の材料を内容或いは表面に付着させつつ析出されて粒子化され、目
的の粒子が得られる。
【００７２】
　ここで、第２溶媒を除去する方法としては、例えば、混合溶液を加熱する方法、混合溶
液を減圧する方法が挙げられ、これら方法を組み合わせて実施してもよい。
　混合溶液を加熱して第２溶媒をする場合、当該加熱温度としては、例えば６０℃以上２
００℃以下が望ましく、より望ましくは６０℃以上１８０℃以下である。
　一方、混合溶液を減圧して第２溶媒を除去する場合、当該減圧圧力としては、０．０１
ｍＰａ以上２００ｍＰａ以下が望ましく、より望ましくは０．０１ｍＰａ以上２０ｍＰａ
以下である。
【００７３】
　以上のようにして、シリコーンオイルを分散媒として粒子が分散された粒子分散液が得
れる。なお、得られた粒子分散液に対し、必要に応じて、酸、アルカリ、塩、分散安定剤
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、酸化防止や紫外線吸収などを目的とした安定剤、抗菌剤、防腐剤などを添加してもよい
。
【００７４】
　得られた粒子分散液に対し、帯電制御剤として、陰イオン界面活性剤、陽イオン界面活
性剤、両性界面活性剤、非イオン界面活性剤、フッ素系界面活性剤、シリコーン系界面活
性剤、金属石鹸、アルキルリン酸エステル類、コハク酸イミド類等を添加してもよい。
【００７５】
　帯電制御剤としては、イオン性若しくは非イオン性の界面活性剤、親油性部と親水性部
からなるブロック若しくはグラフト共重合体類、環状、星状若しくは樹状高分子（デンド
リマー）等の高分子鎖骨格をもった化合物、サリチル酸の金属錯体、カテコールの金属錯
体、含金属ビスアゾ染料、テトラフェニルボレート誘導体等が挙げられる。
　イオン性及び非イオン性の界面活性剤としては、より具体的には以下があげられる。ノ
ニオン活性剤としては、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリオキシエチレ
ンオクチルフェニルエーテル、ポリオキシエチレンドデシルフェニルエーテル、ポリオキ
シエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エ
ステル、ポリオキシエチレンソルビタン脂肪酸エステル、脂肪酸アルキロールアミド等が
挙げられる。アニオン界面活性剤としては、アルキルベンゼンスルホン酸塩、アルキルフ
ェニルスルホン酸塩、アルキルナフタリンスルホン酸塩、高級脂肪酸塩、高級脂肪酸エス
テルの硫酸エステル塩、高級脂肪酸エステルのスルホン酸等がある。カチオン界面活性剤
としては、第一級ないし第三級のアミン塩、第四級アンモニウム塩等があげられる。これ
ら帯電制御剤は、粒子固形分に対して０．０１重量％以上、２０重量％以下が好ましく、
特に０．０５重量％以上１０重量％以下の範囲が望ましい。
【００７６】
　また、得られた粒子分散液に対し、必要に応じて、例えば、第１溶媒（必要に応じて乳
剤剤を含む第１溶媒）で希釈したり、添加剤（例えば乳化剤）を添加してもよい。
【００７７】
　本実施形態に係る粒子分散液の製造方法により得られた粒子分散液は、電気泳動方式の
画像表示媒体、液体現像方式電子写真システムの液体トナーなどに利用される。特に、得
られた粒子分散液は、安全性が高く、化学的に安定で長期の信頼性の良いシリコーンオイ
ルを分散媒としていることから、他の分散媒に代えることなく、そのまま利用することが
でき、粒子の分散安定性が良好なまま各分野に適応され得る。
【００７８】
（第２実施形態）
　図１は、本発明の第２実施形態に係る画像表示装置を示す概略構成図である。第２実施
形態に係る画像表示装置１０は、その画像表示媒体１２の分散媒５０と粒子群３４とを含
む粒子分散液として、上記第１実施形態に係る粒子分散液の製造方法により得られた粒子
分散液を適用する形態である。このため、第２実施形態に係る画像表示装置（画像表示媒
体）では、表示性及び信頼性に優れるものとなる。また、特に、上記第１実施形態に係る
粒子分散液の製造方法において、乳化剤として樹枝状構造を持つ高分子を適用したり、第
２溶媒として水を適用することで、第２実施形態に係る画像表示装置（画像表示媒体）は
表示性及び信頼性に優れるものとなる。
【００７９】
　第２実施形態に係る画像表示装置１０は、図１に示すように、画像表示媒体１２と、電
圧印加部１６と、制御部１８とを含んで構成されている。制御部１８は、電圧印加部１６
に信号授受可能に接続されている。
【００８０】
　制御部１８は、装置全体の動作を司るＣＰＵ（中央処理装置）と、各種データを一時的
に記憶するＲＡＭ（Random　Access　Memory）と、装置全体を制御する制御プログラムや
処理ルーチンによって示されるプログラムを含む各種プログラムが予め記憶されたＲＯＭ
（Read Only Memory）と、を含むマイクロコンピュータとして構成されている。
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【００８１】
　なお、画像表示媒体１２が本発明の画像表示媒体に相当し、画像表示装置１０が本発明
の画像表示装置に相当し、電圧印加部１６が、本発明の画像表示装置の電圧印加手段に相
当する。
【００８２】
　電圧印加部１６は、表面電極４０及び背面電極４６に電気的に接続されている。なお、
本実施の形態では、表面電極４０及び背面電極４６の双方が、電圧印加部１６に電気的に
接続されている場合を説明するが、表面電極４０及び背面電極４６の一方が接地されてお
り、他方が電圧印加部１６に接続されていてもよい。
【００８３】
　電圧印加部１６は、表面電極４０及び背面電極４６に電圧を印加するための電圧印加装
置であり、制御部１８の制御に応じた電圧を表面電極４０及び背面電極４６間に印加する
。
【００８４】
　以下、画像表示媒体１２について詳細に説明する。
【００８５】
　画像表示媒体１２は、図１に示すように、画像表示面とされる表示基板２０、表示基板
２０に間隙をもって対向する背面基板２２、これらの基板間を所定間隔に保持すると共に
、表示基板２０と背面基板２２との間を複数のセルに区画する間隙部材２４、及び各セル
内に封入された粒子群３４を含んで構成されている。
【００８６】
　上記セルとは、表示基板２０と、背面基板２２と、間隙部材２４と、によって囲まれた
領域を示している。このセル中には、分散媒５０が封入されている。粒子群３４（詳細後
述）は、この分散媒５０中に分散され、セル内に形成された電界強度に応じて表示基板２
０と背面基板２２との間を移動する。
【００８７】
　なお、この画像表示媒体１２に画像を表示したときの各画素に対応するように間隙部材
２４を設け、各画素に対応するようにセルを形成することで、画像表示媒体１２を、画素
毎の色表示が可能となるように構成してもよい。
【００８８】
　そして、画像表示媒体１２の分散媒５０中には、互いに色が異なる複数種類の粒子群３
４が分散されている。複数種類の粒子群３４は、基板間を電気泳動する粒子であり、電界
に応じて移動するために必要な電圧の絶対値が各色の粒子群でそれぞれ異なる。
【００８９】
　このような、電界に応じて移動するために必要な電圧の絶対値が異なる複数種の粒子群
３４の各粒子としては、上記第１実施形態に係る粒子分散液の製造方法において、例えば
、「イオン性高分子」の種類を変える等して、帯電量の異なる粒子を含む粒子分散液をそ
れぞれ作製し、これを混合することで得られる。
【００９０】
　ここで、上記セル中の全質量に対する粒子群３４の含有量（質量％）としては、所望の
色相が得られる濃度であれば特に限定されるものではなく、セルの厚さにより含有量を調
整することが、画像表示媒体１２としては有効である。即ち、所望の色相を得るために、
セルが厚い場合には含有量は少なく、セルが薄い場合には含有量を多くしてもよい。一般
的には、０．０１質量％以上５０質量％以下である。
【００９１】
　以下、画像表示媒体１２の各構成部材について説明する。
【００９２】
　表示基板２０は、支持基板３８上に、表面電極４０及び表面層４２を順に積層した構成
となっている。背面基板２２は、支持基板４４上に、背面電極４６及び表面層４８を順に
積層した構成となっている。
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【００９３】
　上記支持基板３８及び支持基板４４としては、ガラスや、プラスチック、例えば、ポリ
カーボネート樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、
ポリエーテルサルフォン樹脂等が挙げられる。
【００９４】
　背面電極４６及び表面電極４０には、インジウム、スズ、カドミウム、アンチモン等の
酸化物、ＩＴＯ等の複合酸化物、金、銀、銅、ニッケル等の金属、ポリピロールやポリチ
オフェン等の有機導電性材料等を使用してもよい。これらは単層膜、混合膜あるいは複合
膜として使用でき、蒸着法、スパッタリング法、塗布法等で形成される。また、その厚さ
は、蒸着法、スパッタリング法によれば、通常１００オングストローム以上２０００オン
グストローム以下である。背面電極４６及び表面電極４０は、従来の液晶表示素子あるい
はプリント基板のエッチング等従来公知の手段により、所望のパターン、例えば、マトリ
ックス状、あるいはパッシブマトリックス駆動を可能とするストライプ状に形成される。
【００９５】
　また、表面電極４０を支持基板３８に埋め込んでもよい。同様に、背面電極４６を支持
基板４４に埋め込んでもよい。この場合、支持基板３８及び支持基板４４の材料が粒子群
３４の各粒子の帯電特性や流動性に影響を及ぼすことがあるので、粒子群３４の各粒子の
組成等に応じて適宜選択する。
【００９６】
　なお、背面電極４６及び表面電極４０各々を表示基板２０及び背面基板２２と分離させ
、画像表示媒体１２の外部に配置してもよい。この場合、背面電極４６と表面電極４０と
の間に画像表示媒体１２が挟まれる構成となるため、背面電極４６と表面電極４０との間
の電極間距離が大きくなって電界強度が小さくなるため、所望の電界強度が得られるよう
に画像表示媒体１２の支持基板３８及び支持基板４４の厚みや、支持基板３８と支持基板
４４との基板間距離を小さくする等の工夫が必要である。
【００９７】
　なお、上記では、表示基板２０と背面基板２２の双方に電極（表面電極４０及び背面電
極４６）を備える場合を説明したが、何れか一方にのみ設けるようにしてもよい。
【００９８】
　また、アクティブマトリックス駆動を可能にするために、支持基板３８及び支持基板４
４は、画素毎にＴＦＴ（薄膜トランジスタ）を備えていてもよい。配線の積層化及び部品
実装が容易であることから、ＴＦＴは表示基板ではなく背面基板２２に形成することが好
ましい。
【００９９】
　なお、画像表示媒体１２を単純マトリクス駆動とすると、画像表示媒体１２をそなえた
後述する画像表示装置１０の構成を簡易な構成とすることができ、ＴＦＴを用いたアクテ
ィブマトリックス駆動とすると、単純マトリクス駆動に比べて表示速度が速される。
【０１００】
　上記表面電極４０及び背面電極４６が、各々支持基板３８及び支持基板４４上に形成さ
れている場合、表面電極４０及び背面電極４６の破損や、粒子群３４の各粒子の固着を招
く電極間のリークの発生を防止するため、必要に応じて表面電極４０及び背面電極４６各
々上に誘電体膜としての表面層４２、及び、あるいは表面層４８を形成することが好まし
い。
【０１０１】
　この表面層４２、及び、あるいは表面層４８を形成する材料としては、ポリカーボネー
ト、ポリエステル、ポリスチレン、ポリイミド、エポキシ、ポリイソシアネート、ポリア
ミド、ポリビニルアルコール、ポリブタジエン、ポリメチルメタクリレート、共重合ナイ
ロン、紫外線硬化アクリル樹脂、フッ素樹脂等を用いてもよい。
【０１０２】
　また、上記した絶縁材料の他に、絶縁性材料中に電荷輸送物質を含有させたものも使用
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され得る。電荷輸送物質を含有させることにより、粒子への電荷注入による粒子帯電性の
向上や、粒子の帯電量が極度に大きくなった場合に粒子の電荷を漏洩させ、粒子の帯電量
を安定させるなどの効果が得られる。
【０１０３】
　電荷輸送物質としては、例えば、正孔輸送物質であるヒドラゾン化合物、スチルベン化
合物、ピラゾリン化合物、アリールアミン化合物等が挙げられる。また、電子輸送物質で
あるフルオレノン化合物、ジフェノキノン誘導体、ピラン化合物、酸化亜鉛等も使用して
もよい。さらに、電荷輸送性を有する自己支持性の樹脂を用いてもよい。
　具体的には、ポリビニルカルバゾール、米国特許第４８０６４４３号に記載の特定のジ
ヒドロキシアリールアミンとビスクロロホルメートとの重合によるポリカーボネート等が
挙げられる。誘電体膜は、粒子の帯電特性や流動性に影響を及ぼすことがあるので、粒子
の組成等に応じて適宜選択する。基板の一方である表示基板は光を透過する必要があるの
で、上記各材料のうち透明のものを使用することが好ましい。
【０１０４】
　表示基板２０と背面基板２２との間隙を保持するための間隙部材２４は、表示基板２０
の透明性を損なわないように形成され、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂、電子線硬化樹脂、
光硬化樹脂、ゴム、金属等で形成される。
【０１０５】
　間隙部材２４には、セル状のものと、粒子状のものがある。セル状のものとしては、例
えば、網がある。網は入手が容易で安価であり、厚さも比較的均一であることから、安価
な画像表示媒体１２を製造する場合に有益である。網は微細な画像の表示には不向きであ
り、高い解像度が必要とされない大型の画像表示装置に使用することが好ましい。また、
他のセル状のスペーサとしては、エッチングやレーザー加工等によりマトリックス状に穴
を開けたシートが挙げられ、このシートでは、網に比べ、厚さ、穴の形状、穴の大きさな
どを容易に調整される。このため、シートは微細な画像を表示するための画像表示媒体に
使用し、コントラストをより向上させるのに効果的である。
【０１０６】
　間隙部材２４は表示基板２０及び背面基板２２の何れか一方と一体化されてもよく、支
持基板３８又は支持基板４４をエッチング処理、レーザー加工したり、予め作製した型を
使用し、プレス加工、印刷等によって、任意のサイズのセルパターンを有する支持基板３
８又は支持基板４４、及び間隙部材２４が作製される。
　この場合、間隙部材２４は、表示基板２０側、背面基板２２側のいずれか、又は双方に
作製し得る。
【０１０７】
　間隙部材２４は有色でも無色でもよいが、画像表示媒体１２に表示される表示画像に悪
影響を及ぼさないように無色透明であることが好ましく、その場合には、例えば、ポリス
チレンやポリエステルやアクリルなどの透明樹脂等を使用してもよい。
【０１０８】
　また、粒子状の間隙部材２４は、透明であることが好ましく、ポリスチレン、ポリエス
テル又はアクリル等の透明樹脂粒子の他、ガラス粒子も使用される。
【０１０９】
　画像表示媒体１２においては、各セル中に絶縁性粒子３６が封入されている。絶縁性粒
子３６は、同一のセル内に封入されている粒子群３４とは異なる色で且つ絶縁性の粒子で
あり、粒子群３４の各粒子各々が通過可能な間隙を持って、背面基板２２と表示基板２０
との対向方向に略直交する方向に添って配列されている。また、この絶縁性粒子３６と背
面基板２２との間、及び表示基板２０と絶縁性粒子３６との間には、同一セルに含まれる
粒子群３４の各粒子を背面基板２２と表示基板２０との対向方向に複数積層可能な程度の
間隔が設けられている。
【０１１０】
　すなわち、絶縁性粒子３６の間隙を通って、背面基板２２側から表示基板２０側、又は
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表示基板２０側から背面基板２２側へ粒子群３４の各粒子は移動される。この絶縁性粒子
３６の色としては、例えば、背景色となるように白色又は黒色を選択することが好ましい
。
【０１１１】
　絶縁性粒子３６としては、ベンゾグアナミン・ホルムアルデヒド縮合物の球状粒子、ベ
ンゾグアナミン・メラミン・ホルムアルデヒド縮合物の球状粒子、メラミン・ホルムアル
デヒド縮合物の球状粒子、（（株）日本触媒製エポスター）、酸化チタン含有架橋ポリメ
チルメタクリレートの球状微粒子（積水化成品工業（株）製MBX－ホワイト）、架橋ポリ
メチルメタクリレートの球状微粒子（綜研化学製ケミスノーMX）、ポリテトラフルオロエ
チレンの微粒子（ダイキン工業（株）製ルブロンＬ、　Shamrock　TechnologiesInc.製　
SST-２　）、フッ化炭素の微粒子（日本カーボン製CF-100、ダイキン工業製CFGL,CFGM）
、シリコーン樹脂微粒子（東芝シリコーン（株）製トスパール）、酸化チタン含有ポリエ
ステルの微粒子（日本ペイント製ビリューシア　PL1000ホワイトT）、酸化チタン含有ポ
リエステル・アクリルの微粒子（日本油脂製コナックNo１８10００ホワイト）、シリカの
球状微粒子(宇部日東化成製ハイプレシカ)等が挙げられる。上記に限定せずに、酸化チタ
ン等の白色顔料を樹脂に混合分散したのち、所望の粒子径に粉砕、分級したものでもよい
。
【０１１２】
　これらの絶縁性粒子３６は、上述のように表示基板２０と背面基板２２との間に設ける
ために、セルの表示基板２０と背面基板２２との対向方向の長さに対して、１／５乃至１
／５０となるような体積平均一次粒子径であり、このセルの体積に対して含有量が１体積
％乃至５０体積％であることがよい。
【０１１３】
　画像表示媒体１２における上記セルの大きさとしては、画像表示媒体１２の解像度と密
接な関係にあり、セルが小さいほど高解像度な表示媒体を作製することができ、通常、１
０μｍ以上１ｍｍ以下程度である。
【０１１４】
　上記表示基板２０及び背面基板２２を固定するには、ボルトとナットの組み合わせ、ク
ランプ、クリップ、基板固定用の枠等の固定手段を使用することができる。また、接着剤
、熱溶融、超音波接合等の固定手段も使用することができる。
【０１１５】
　以上の画像表示媒体１２は、画像の保存及び書換えが可能な掲示板、回覧版、電子黒板
、広告、看板、点滅標識、電子ペーパー、電子新聞、電子書籍、及び複写機・プリンタと
共用できるドキュメントシート等に使用することができる。
【０１１６】
　この画像表示媒体１２では、表示基板２０と背面基板２２との間に印加する印加電圧（
Ｖ）を変えることによって、異なる色を表示する。
【０１１７】
　画像表示媒体１２では、表示基板２０と背面基板２２との間に形成された電界に応じて
移動することによって、画像表示媒体１２の各画素に対応するセル毎に、画像データの各
画素に応じた色を表示することができる。
【０１１８】
　ここで、画像表示媒体１２において、上述のように、図２に示すように、粒子群３４に
おいては、各色毎に、粒子群３４が基板間を電気泳動する際の電界に応じて移動するため
に必要な電圧の絶対値がそれぞれ異なる。そして、各色の粒子群３４は、各色毎に各色の
粒子群３４を移動させるために必要な電圧範囲を有し、当該電圧範囲がそれぞれ異なる。
言い換えれば、当該電圧の絶対値は、当該電圧範囲を有し、粒子群３４の各色毎に当該電
圧範囲がそれぞれ異なる。
【０１１９】
　なお、本実施の形態では、画像表示媒体１２の同一セル内に封入されている粒子群３４
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としては、図１に示すように、マゼンタ色のマゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン色のシアン粒
子群３４Ｃ、及びイエロー色のイエロー粒子群３４Ｙの３色の粒子群３４が封入されてい
るとして説明する。
【０１２０】
　また、マゼンタ色のマゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン色のシアン粒子群３４Ｃ、及びイエ
ロー色のイエロー粒子群３４Ｙの３色の粒子群各々が移動を開始するときの電圧の絶対値
として、マゼンタ色のマゼンタ粒子群３４Ｍが｜Ｖｔｍ｜、シアン色のシアン粒子群３４
Ｃが｜Ｖｔｃ｜、イエロー色のイエロー粒子群３４Ｙが｜Ｖｔｙ｜であるとして説明する
。また、各色粒子群３４のゼンタ色のマゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン色のシアン粒子群３
４Ｃ、及びイエロー色のイエロー粒子群３４Ｙの３色の粒子群各々をほぼ全て移動させる
ための最大電圧の絶対値として、マゼンタ色のマゼンタ粒子群３４Ｍが｜Ｖｄｍ｜、シア
ン色のシアン粒子群３４Ｃが｜Ｖｄｃ｜、イエロー色のイエロー粒子群３４Ｙが｜Ｖｄｙ
｜であるとして説明する。
【０１２１】
　なお、以下で説明するＶｔｃ、－Ｖｔｃ、Ｖｄｃ、－Ｖｄｃ、Ｖｔｍ、－Ｖｔｍ、Ｖｄ
ｍ、－Ｖｄｍ、Ｖｔｙ、－Ｖｔｙ、Ｖｄｙ、及び－Ｖｄｙの絶対値は、｜Ｖｔｃ｜＜｜Ｖ
ｄｃ｜＜｜Ｖｔｍ｜＜｜Ｖｄｍ｜＜｜Ｖｔｙ｜＜｜Ｖｄｙ｜の関係であるとして説明する
。
【０１２２】
　具体的には、図２に示すように、例えば、粒子群３４はすべて同極性に帯電され、シア
ン粒子群３４Ｃを移動させるために必要な電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｃ≦Ｖｃ≦Ｖｄｃ｜（
ＶｔｃからＶｄｃの間の値の絶対値）、マゼンタ粒子群３４Ｍを移動させるために必要な
電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｍ≦Ｖｍ≦Ｖｄｍ｜（ＶｔｍからＶｄｍの間の値の絶対値）、及
びイエロー粒子群３４Ｍを移動させるために必要な電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｙ≦Ｖｙ≦Ｖ
ｄｙ｜（ＶｔｙからＶｄｙの間の値の絶対値）が、この順で重複することなく、大きくな
るように設定されている。
【０１２３】
　また、各色の粒子群３４を独立駆動するために、シアン粒子群３４Ｍをほぼ全て移動さ
せるための最大電圧の絶対値｜Ｖｄｃ｜が、マゼンタ粒子群３４Ｍを移動させるために必
要な電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｍ≦Ｖｍ≦Ｖｄｍ｜（ＶｔｍからＶｄｍの間の値の絶対値）
、及びイエロー粒子群３４Ｍを移動させるために必要な電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｙ≦Ｖｙ
≦Ｖｄｙ｜（ＶｔｙからＶｄｙの間の値の絶対値）よりも小さく設定されている。また、
マゼンタ粒子群３４Ｍをほぼ全て移動させるための最大電圧の絶対値｜Ｖｄｍ｜が、イエ
ロー粒子群３４Ｍを移動させるために必要な電圧範囲の絶対値｜Ｖｔｙ≦Ｖｙ≦Ｖｄｙ｜
（ＶｔｙからＶｄｙの間の値の絶対値）よりも小さく設定されている。
【０１２４】
　即ち、本実施形態では、各色の粒子群３４を移動させるために必要な電圧範囲が重なら
ないように設定することによって、各色の粒子群３４が独立駆動されるようにしている。
【０１２５】
　なお、「粒子群３４を移動させるために必要な電圧範囲」とは、粒子が移動開始するた
めに必要な電圧と移動開始からさらに電圧及び電圧印加時間を増加させても、表示濃度の
変化が生じなくなり、表示濃度が飽和するまでの電圧範囲を示す。
　また、「粒子群３４をほぼ全て移動させるために必要な最大電圧」とは上記の移動開始
からさらに電圧及び電圧印加時間を増加させても、表示濃度の変化が生じなくなり、表示
濃度が飽和する電圧を示す。
　また、「ほぼ全て」とは、各色の粒子群３４の特性ばらつきがあるため、一部の粒子群
３４の特性が表示特性に寄与しない程度異なるものがあることを表す。すなわち上述した
移動開始からさらに電圧及び電圧印加時間を増加させても、表示濃度の変化が生じなくな
り、表示濃度が飽和した状態である。
　また、「表示濃度」は、表示面側における色濃度を光学濃度（Optical Density=0D）の
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反射濃度計X-rite社の反射濃度計で測定しながら、表示面側と背面側との間に電圧を印加
して且つこの電圧を測定濃度が増加する方向に徐々に変化（印加電圧を増加又は減少）さ
せて、単位電圧あたりの濃度変化が飽和し、且つその状態で電圧及び電圧印加時間を増加
させても濃度変化が生じず、濃度が飽和したときの濃度を示している。
【０１２６】
　そして、本実施形態に係る画像表示媒体１２では、表面基板２０と背面基板２２との基
板間に０Ｖから電圧を印加して除々に印加電圧の電圧値を上昇させて、基板間に印加され
た電圧が＋Ｖｔｃを超えると、画像表示媒体１２においてシアン粒子群３４Ｃの移動によ
り表示濃度に変化が現れ始める。さらに、電圧値を上昇させて、基板間に印加された電圧
が＋Ｖｄｃとなると、画像表示媒体１２においてシアン粒子群３４の移動による表示濃度
の変化が止まる。
【０１２７】
　さらに電圧値を上昇させて、表面基板２０と背面基板２２との基板間に印加された電圧
が＋Ｖｔｍを超えると、画像表示媒体１２においてマゼンタ粒子群３４Ｍの移動による表
示濃度の変化が現れ始める。さらに電圧値を上昇させて、表面基板２０と背面基板２２と
の基板間に印加された電圧が＋Ｖｄｍとなると、画像表示媒体１２においてマゼンタ粒子
群３４Ｍの移動による表示濃度の変化が止まる。
【０１２８】
　さらに、電圧値を上昇させて、基板間に印加された電圧が＋Ｖｔｙを超えると、画像表
示媒体１２においてイエロー粒子群３４Ｙの移動による表示濃度の変化が現れ始める。さ
らに電圧値を上昇させて、基板間に印加された電圧が＋Ｖｄｙとなると、画像表示媒体１
２においてイエロー粒子群３４Ｙの移動による表示濃度の変化が止まる。
【０１２９】
　反対に、表面基板２０と背面基板２２との基板間に０Ｖからマイナス極の電圧を印加し
て除々に電圧の絶対値を上昇させ、基板間に印加された電圧－Ｖｔｃの絶対値を超えると
、画像表示媒体１２においてイエロー粒子群３４Ｃの基板間の移動により表示濃度に変化
が現れ始める。さらに、電圧値の絶対値を上昇させ、表面基板２０と背面基板２２との基
板間に印加された電圧が－Ｖｄｃ以上となると、画像表示媒体１２においてシアン粒子群
３４Ｃの移動による表示濃度の変化が止まる。
【０１３０】
　さらに電圧値の絶対値を上昇させてマイナス極の電圧を印加し、表面基板２０と背面基
板２２との基板間に印加される電圧が－Ｖｔｍの絶対値を超えると、画像表示媒体１２に
おいてマゼンタ粒子群３４Ｍの移動による表示濃度の変化が現れ始める。さらに電圧値の
絶対値を上昇させて、表面基板２０と背面基板２２との基板間に印加された電圧が－Ｖｄ
ｍとなると、画像表示媒体１２においてマゼンタ粒子群３４Ｍの移動による表示濃度の変
化が止まる。
【０１３１】
　さらに電圧値の絶対値を上昇させてマイナス極の電圧を印加し、表面基板２０と背面基
板２２との基板間に印加される電圧が－Ｖｔｙの絶対値を超えると、画像表示媒体１２に
おいてイエロー粒子群３４Ｙの移動により表示濃度に変化が現れ始める。さらに電圧値の
絶対値を上昇させて、基板間に印加された電圧が－Ｖｄｙとなると、画像表示媒体１２に
おいてイエロー粒子群３４Ｃの移動による表示濃度の変化が止まる。
【０１３２】
　すなわち、本実施の形態では、図２に示すように、基板間に印加される電圧が－Ｖｔｃ
からＶｔｃの範囲内（電圧範囲｜Ｖｔｃ｜以下）となるような電圧が表面基板２０と背面
基板２２との基板間に印加された場合には、画像表示媒体１２の表示濃度に変化が発生す
る程度の粒子群３４（シアン粒子群３４Ｃ、マゼンタ粒子群３４Ｍ、及びイエロー粒子群
３４Ｙ）の粒子の移動は生じていないといえる。そして、基板間に、電圧＋Ｖｔｃ及び電
圧－Ｖｔｃの絶対値以上の電圧が印加されると、３色の粒子群３４の内のシアン粒子群３
４Ｃについて画像表示媒体１２の表示濃度に変化が発生する程度の粒子の移動が生じはじ
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めて表示濃度に変化が生じはじめ、電圧－Ｖｄｃ及び電圧Ｖｄｃの絶対値｜Ｖｄｃ｜以上
の電圧が印加されると、単位電圧あたりの表示濃度に変化は生じなくなる。
【０１３３】
　さらに、基板間に印加される電圧が－ＶｔｍからＶｔｍの範囲内（電圧範囲｜Ｖｔｍ｜
以下）となるような電圧が表面基板２０と背面基板２２との基板間に印加された場合には
、画像表示媒体１２の表示濃度に変化が発生する程度のマゼンタ粒子群３４Ｍ及びイエロ
ー粒子群３４Ｙの粒子の移動は生じていないといえる。そして、基板間に、電圧＋Ｖｔｍ
及び電圧－Ｖｔｍの絶対値以上の電圧が印加されると、マゼンタ粒子群３４Ｍ及びイエロ
ー粒子群３４Ｙの内のマゼンタ粒子群３４Ｍについて、画像表示媒体１２の表示濃度に変
化が発生する程度の粒子の移動が生じはじめて単位電圧あたりの表示濃度に変化が生じは
じめ、電圧－Ｖｄｍ及び電圧Ｖｄｍの絶対値｜Ｖｄｍ｜以上の電圧が印加されると、表示
濃度に変化は生じなくなる。
【０１３４】
　さらに、基板間に印加する電圧が－ＶｔｙからＶｔｙの範囲内（電圧範囲｜Ｖｔｙ｜以
下）となるような電圧が表面基板２０と背面基板２２との基板間に印加された場合には、
画像表示媒体１２の表示濃度に変化が発生する程度のイエロー粒子群３４Ｙの粒子の移動
は生じていないといえる。そして、基板間に、電圧＋Ｖｔｙ及び電圧－Ｖｔｙの絶対値以
上の電圧が印加されると、イエロー粒子群３４Ｙについて、画像表示媒体１２の表示濃度
に変化が発生する程度の粒子の移動が生じ始めて表示濃度に変化が生じはじめ、電圧－Ｖ
ｄｙ及び電圧Ｖｄｙの絶対値｜Ｖｄｙ｜以上の電圧が印加されると、表示濃度に変化は生
じなくなる。
【０１３５】
　次に、図３を参照して、本発明の画像表示媒体１２に画像を表示するときの粒子移動の
メカニズムを説明する。
【０１３６】
　例えば、画像表示媒体１２に、複数種類の粒子群３４として、図２を用いて説明したイ
エロー粒子群３４Ｙ、マゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン粒子群３４Ｃが封入されているとし
て説明する。
【０１３７】
　また、以下では、イエロー粒子群３４Ｙを構成する粒子が移動開始するために必要な電
圧の絶対値より大きく、且つイエロー粒子群３４Ｙの上記最大電圧以下で基板間に印加す
る電圧を「大電圧」と称し、マゼンタ粒子群３４Ｍを構成する粒子が移動開始するために
必要な電圧の絶対値より大きく、且つマゼンタ粒子群３４Ｍの上記最大電圧以下で基板間
に印加する電圧を「中電圧」と称し、シアン粒子群３４Ｃを構成する粒子が移動開始する
ために必要な電圧の絶対値より大きく、且つシアン粒子群３４Ｃの上記最大電圧以下で基
板間に印加する電圧を「小電圧」と称して説明する。
【０１３８】
　また、表示基板２０側に背面基板２２側より高い電圧を基板間に印加する場合には、各
々の電圧を、「＋大電圧」、「＋中電圧」、及び「＋小電圧」各々と称する。また、背面
基板２２側に表示基板２０側より高い電圧を基板間に印加する場合には、各々の電圧を、
「－大電圧」、「－中電圧」、及び「－小電圧」各々と称して説明する。
【０１３９】
　図３（Ａ）に示すように、初期状態では全ての粒子群としてのマゼンタ粒子群３４Ｍ、
シアン粒子群３４Ｃ、及びイエロー粒子群３４Ｙの全てが背面基板２２側に位置されると
すると、この初期状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「＋大電圧」を印加さ
せると、全ての粒子群として、マゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン粒子群３４Ｃ、及びイエロ
ー粒子群３４Ｙが表示基板２０側に移動する。この状態で、電圧印加を解除しても、各粒
子群各々は表示基板２０側に付着したまま移動せずに、マゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン粒
子群３４Ｃ、及びイエロー粒子群３４Ｙによる減色混合（マゼンタと、シアンと、イエロ
ー色の減色混合）により黒色を表示したままの状態となる。（図３（Ｂ）参照）。
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【０１４０】
　次に、図３（Ｂ）の状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－中電圧」を印
加させると、全ての色の粒子群３４の内、マゼンタ粒子群３４Ｍと、シアン粒子群３４Ｃ
と、が背面基板２２側に移動する。このため、表示基板２０側にはイエロー粒子群３４Ｙ
のみが付着した状態となることから、イエロー色表示がなされる（図３（Ｃ）参照）。
【０１４１】
　さらに、図３（Ｃ）の状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「＋小電圧」を
印加させると、背面基板２２側に移動したマゼンタ粒子群３４Ｍ及びシアン粒子群３４Ｃ
の内、シアン粒子群３４Ｃが表示基板２０側に移動する。このため、表示基板２０側には
、イエロー粒子群３４Ｙ及びシアン粒子群３４Ｃが付着した状態となり、イエローとシア
ンとの減色混合による緑色が表示される（図３（Ｄ）参照）。
【０１４２】
　また、上記図３（Ｂ）の状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－小電圧」
を印加させると、全ての粒子群３４のシアン粒子群３４Ｃが背面基板２２側に移動する。
このため、表示基板２０側にはイエロー粒子群３４Ｙとマゼンタ粒子群３４Ｍが付着した
状態となることから、シアンとマゼンタの加色混合による赤色表示がなされる（図３（Ｉ
）参照）。
【０１４３】
　一方、図３（Ａ）に示す上記初期状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「＋
中電圧」を印加させると、全ての粒子群３４（マゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン粒子群３４
Ｃ、及びイエロー粒子群３４Ｙ）の内、マゼンタ粒子群３４Ｍとシアン粒子群３４Ｃとが
表示基板２０側に移動する。このため、表示基板２０側には、マゼンタ粒子群３４Ｍとシ
アン粒子群３４Ｃとが付着するので、マゼンタとシアンの減色混合による青色が表示され
る（図３（Ｅ）参照）。
【０１４４】
　この図３（Ｅ）の状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－小電圧」を印加
させると、表示基板２０側に付着しているマゼンタ粒子群３４Ｍとシアン粒子群３４Ｃの
内の、シアン粒子群３４Ｃが背面基板２２側に移動する。
　このため、表示基板２０側には、マゼンタ粒子群３４Ｍのみが付着した状態となるので
、マゼンタ色が表示される（図３（Ｆ）参照）。
【０１４５】
　この図３（Ｆ）の状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－大電圧」を印加
させると、表示基板２０側に付着しているマゼンタ粒子群３４Ｍが背面基板２２側に移動
する。
　このため、表示基板２０側には、何も付着しない状態となるため、絶縁性粒子３６の色
としての白色が表示される（図３（Ｇ）参照）。
【０１４６】
　また、上記図３（Ａ）に示す上記初期状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に
「＋小電圧」を印加させると、全ての粒子群３４（マゼンタ粒子群３４Ｍ、シアン粒子群
３４Ｃ、及びイエロー粒子群３４Ｙ）の内、シアン粒子群３４Ｃが表示基板２０側に移動
する。このため、表示基板２０側には、シアン粒子群３４Ｃが付着するので、シアン色が
表示される（図３（Ｈ）参照）。
【０１４７】
　さらに、上記図３（Ｉ）に示す状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－大
電圧」を印加させると、図３（Ｇ）に示すように全ての粒子群３４が背面基板２２側に移
動して白色表示がなされる。
　同様に、上記図３（Ｄ）に示す状態から、表示基板２０と背面基板２２との間に「－大
電圧」を印加させると、図３（Ｇ）に示すように全ての粒子群３４が背面基板２２側に移
動して白色表示がなされる。
【０１４８】
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　このように、本実施形態では、各粒子群３４に応じた電圧を基板間に印加することで、
当該電圧による電界に応じて選択的に所望の粒子を移動させるので、所望の色以外の色の
粒子が分散媒５０中を移動することを抑制することができ、所望の色以外の色が混じる混
色を抑制され、画像表示媒体１２の画質劣化を抑制しつつ、カラー表示がなされる。なお
、各粒子群３４は、互いに電界に応じて移動するために必要な電圧の絶対値が異なれば、
互いに電界に応じて移動するために必要な電圧範囲が重なっていても、鮮明なカラー表示
が実現できるが、当該電圧範囲が互いに異なるほうが、より混色を抑制してカラー表示が
実現される。
【０１４９】
　また、シアン、マゼンタ、イエローの３色の粒子群３４を分散媒５０中に分散すること
によって、シアン、マゼンタ、イエロー、青色、赤色、緑色、及び黒色を表示することが
できるとともに、白色の絶縁性粒子３６によって白色を表示することができ、所望のカラ
ー表示を行うことが可能となる。
【実施例】
【０１５０】
　以下、本発明を、実施例を挙げてさらに具体的に説明する。
【０１５１】
［実施例Ａ］
（実施例Ａ１）
　乳化剤としてのシリコーン変性アクリルポリマー（信越シリコーン社製ＫＰ５４５）５
重量部を、貧溶媒としてのジメチルシリコーンオイル（信越シリコーン社製ＫＦ－９６－
２ＣＳ）９５重量部に溶解して溶液Ａ（連続相）を調整した。次に、イオン性高分子とし
てのカチオン化ポリビニルアルコール「日本合成化学社製Ｋ－２１０」７重量部、着色剤
としてのシアン顔料分散液（山陽色素社製エマコール：顔料固形分２０重量部相当）３重
量部、及び良溶媒としての水６３重量部を混合して溶液Ｂ（分散相）を調整した。溶液Ａ
８０重量部と溶液Ｂ２０重量部とを混合して乳化を行い、乳化液を調製した。乳化は、超
音波破砕機（エスエムテー社製ＵＨ－６００Ｓ）にて１０分間行った。
【０１５２】
　次に、得られた乳化液をナスフラスコに入れ，撹拌しながらエバポレーターにて加熱（
６５℃）／減圧（１０ｍＰａ）することで水分（良溶媒）を除去し、シアン顔料含有電気
泳動粒子がシリコーンオイルに分散された粒子分散液を得た。
【０１５３】
　作製したシアン顔料含有泳動粒子を光学顕微鏡で観察したが，１ｍｍ以上の粒子は観察
されず，また凝集塊も確認することはできないことから、電気泳動粒子は分散安定性に優
れていることがわかった。走査型電子顕微鏡（日立製ＦＥ－ＳＥＭ　Ｓ－５５００）観察
したところ、球形粒子が観察された。また、ＨＯＲＩＢＡ　ＬＢ－５５０（動的光散乱式
粒径分布測定装置）に測定したところ、平均粒子径３３０ｎｍであった。
【０１５４】
（実施例Ａ２）
　乳化剤としてのシリコーン変性アクリルポリマー（東レダウコーニング社製ＦＡ－４０
０１ＣＭ）５重量部を、貧溶媒としてのジメチルシリコーンオイル（信越シリコーン社製
ＫＦ－９６－２ＣＳ）９５重量部に溶解して溶液Ａ（連続相）を調製した。イオン性高分
子としてアクリル樹脂（東亜合成社製ＵＣ－３０００：酸価７４）７重量部、着色剤とし
てのシアン顔料分散液（山陽色素社製エマコール：顔料固形分２０重量部相当）３重量部
、及び良溶媒としての水６３重量部を混合して溶液Ｂ（分散相）を調製した。溶液Ａ８０
重量部と溶液Ｂ２０重量部とを混合して乳化を行い、乳化液を調製した。乳化は、超音波
破砕機（エスエムテー社製ＵＨ－６００Ｓ）にて１０分間行った。
【０１５５】
　得られた乳化液をナスフラスコに入れ、撹拌しながらエバポレーターにて加熱（６５℃
）／減圧（１０ｍＰａ）することで水分（良溶媒）を除去し、シアン顔料含有電気泳動粒
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子がシリコーンオイルに分散された粒子分散液を得た。
【０１５６】
　作製したシアン顔料含有泳動粒子を光学顕微鏡で観察したが，１ｍｍ以上の粒子は観察
されず、また凝集塊も確認することはできないことから、電気泳動粒子は分散安定性に優
れていることが分かった。走査型電子顕微鏡（日立製ＦＥ－ＳＥＭ　Ｓ－５５００）観察
したところ、球形粒子が観察された。ＨＯＲＩＢＡ　ＬＢ－５５０（動的光散乱式粒径分
布測定装置）に測定したところ、平均粒子径１６０ｎｍであった。
【０１５７】
（実施例Ａ３）
　イオン性高分子として実施例１で用いたカチオン化ポリビニルアルコール（日本合成化
学社製Ｋ－２１０，７重量部）を用いた以外は、実施例Ａ２と同様にて、シアン顔料含有
電気泳動粒子がシリコーンオイルに分散された粒子分散液を得た。
【０１５８】
　作製したシアン顔料含有泳動粒子を光学顕微鏡で観察したが，１ｍｍ以上の粒子は観察
されず，また凝集塊も確認することはできないことから、電気泳動粒子は分散安定性に優
れていることが分かった。走査型電子顕微鏡（日立製ＦＥ－ＳＥＭ　Ｓ－５５００）観察
したところ、球形粒子が観察された。ＨＯＲＩＢＡ　ＬＢ－５５０（動的光散乱式粒径分
布測定装置）に測定したところ、平均粒子径１４８ｎｍであった。
【０１５９】
（実施例Ａ４）
　良溶媒として水の代わりにメタノールを用いた以外は、実施例Ａ２と同様にて、シアン
顔料含有電気泳動粒子がシリコーンオイルに分散された粒子分散液を得た。
【０１６０】
　作製したシアン顔料含有泳動粒子を光学顕微鏡で観察したが，１ｍｍ以上の粒子は観察
されず，また凝集塊も確認することはできないことから、電気泳動粒子は分散安定性に優
れていることが分かった。走査型電子顕微鏡（日立製ＦＥ－ＳＥＭ　Ｓ－５５００）観察
したところ、球形粒子が観察された。ＨＯＲＩＢＡ　ＬＢ－５５０（動的光散乱式粒径分
布測定装置）に測定したところ、平均粒子径１７０ｎｍであった。
【０１６１】
（比較例Ａ１）
　下記の成分を混合し、溶液を調整した。
・ブチルメタクリレート：１６．０重量部
・ラウリルメタクリレート：１０．０重量部
・スチレン：３５．０重量部
・メタクリル酸：７．０重量部
・グリシジルメタクリレート：１２．０重量部
・Ｘ－２２－１７４ＤＸ（信越化学社製）：２０．０重量部
・パーブチルＯ（日本油脂社製）８．０部
【０１６２】
　窒素導入管を備えつけた反応容器にメチルエチルケトン１００部を計り込み、窒素シー
ルをしながら温度を８０℃に固定し、上記溶液を２時間にわたって滴下し、滴下終了後還
流しながら６時間反応させた。不揮発分５０．７％、数平均分子量７３００の高分子樹脂
化合物（カルボキシル基含有シリコーングラフトアクリル樹脂化合物）を合成した。
【０１６３】
　１００ｃｃのプラスチック製ビンに、下記の〈成分（Ｉ）〉を計り取り、これをペイン
トシェーカー（東洋精機製）で２時間分散した後、これに下記の〈成分（ＩＩ）〉を追加
して混合し、分散スラリーを得た。
【０１６４】
〈成分（Ｉ）〉
・カルボキシル基含有シリコーングラフトアクリル樹脂化合物：１２．０部（上記で合成
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した数平均分子量７３００の高分子樹脂化合物）
・カーボンブラック（顔料）：６．０重量部（デグサヒュルス社製；Ｐｒｉｎｔｅｘ８５
）
・分散剤（ゼネカ社製；ソルスパース５０００）：０．３重量部
・ニグロシン化合物（電荷調整剤）：０．３重量部（中央化学社製；ＣＨＵＯ　　ＣＣＡ
－２）
・メチルエチルケトン（ＭＥＫ：良溶媒）：１２．０重量部
【０１６５】
〈成分（ＩＩ）〉
・メチルエチルケトン（良溶媒）：１５．０重量部
・シリコーンオイル（分散媒）：１５．０重量部（商品名：ＫＦ－９６Ｌ－２）
【０１６６】
　次に、分散媒としてのシリコーンオイル（信越シリコーン社製ＫＦ－９６Ｌ－２）中に
、前記分散スラリーをゆっくりと滴下し、顔料表面に樹脂化合物を析出させた。滴下後、
メチルエチルケトンを減圧蒸留にて除去し、シリコーンオイルに顔料表面に樹脂化合物を
析出させた粒子分散液を得た。
【０１６７】
（比較例Ａ２）
　撹拌機、温度計及び還流冷却器を備えた反応容器に、ジメチルスルホキシド５０重量部
、キシレン５０重量部、カリウム－ｔｅｒｔ－ブトキシド２．２重量部、キナクリドン６
．２重量部を採り、６０℃に加熱した。この中に変性シリコーン（信越シリコーン社製Ｘ
－２２－１７４ＤＸ）２０重量部、を１時間にわたって滴下した。滴下後さらにこの温度
で６時間撹拌し、反応を行なった。反応終了後１．０ｍｏｌ／Ｌの塩酸水溶液２０部を加
えて反応生成物を析出さ　せ、反応溶媒を除去した。さらに水で洗浄を行なった後、乾燥
し油状の生成物を得た。
【０１６８】
　ジメチルシリコーンオイル（信越シリコーン社製ＫＦ－９６－１ＣＳ）９７重量部に上
記で得られたマゼンタ粒子２重量部、ラウリン酸エチル１重量部を加え、ホモジナイザー
で３０分間分散し、シリコーンオイルにマゼンタ粒子が分散された粒子分散液を作製した
。得られたマゼンタ粒子を光学顕微鏡で観察したところ、一部のマゼンタ粒子が数個凝集
した凝集塊が散見された。さらに３０分間ホモジナイザー処理を行ったが，この凝集塊は
ほぐれなかった．
【０１６９】
（評価）
－ゼータ電位の測定－
　上記実施例及び比較例で得られた粒子分散液における粒子のゼータ電位を測定した。結
果を以下に示す。
・実施例Ａ１　ゼータ電位：＋８２．２ｍＶ
・実施例Ａ２　ゼータ電位：＋９４．６ｍＶ
・実施例Ａ３　ゼータ電位：＋７５．４ｍＶ
・実施例Ａ４　ゼータ電位：＋７２．１ｍＶ
・比較例Ａ１　ゼータ電位：＋７０．５ｍＶ
・比較例Ａ２　ゼータ電位：＋６０．１ｍＶ
【０１７０】
　上記結果から、本実施例は、比較例に比べ、得られた粒子のゼータ電位が大きく、帯電
量が大きいことがわかる。また、実施例Ａ１乃至Ａ４では、帯電制御剤を添加しなくても
、比較例Ａ１の如く帯電制御剤して作製した粒子よりもゼータ電位の値が大きい電気泳動
粒子が得られることがわかる。また、実施例Ａ２に示すように、樹脂材料を変えることに
よって帯電特性の異なる電気泳動粒子も、帯電制御剤を添加することなく得られることが
わかる。また、実施例Ａ２と実施例Ａ４との比較から、いずれも比較例に比べ優れたゼー
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タ電位が得られているが、良溶媒としてメタノールを用いた実施例Ａ４に比べ、良溶媒と
いて水を用いた実施例Ａ２の方がゼータ電位が向上していることもわかる。
【０１７１】
　なお、ゼータ電位は、得られた粒子分散液においては、これを構成している分散媒と粒
子との界面に電位差、つまりゼータ電位が生じ、粒子の帯電量（電気量）が多いほどゼー
タ電位の値も大きくなる。ゼータ電位は大塚電子社製レーザーゼータ電位計ＥＬＳ－８０
００を用いて測定した。
【０１７２】
－分散安定性－
　上記実施例及び比較例で得られた粒子分散液に対して、分散安定性につき評価した。分
散安定し得は、遠心分離機（トミー精工社製卓上遠心機ＬＣ－２００）を用い、５０ｍｌ
のコニカルチューブに粒子分散液を入れ、４０００ｒｐｍ／３０分間遠心分離を行なった
後、目視にて観察した。結果を以下に示す。
・実施例Ａ１　ほとんど変化が見られなかった。
・実施例Ａ２　ほとんど変化が見られなかった。
・実施例Ａ３　ほとんど変化が見られなかった。
・実施例Ａ４　ほとんど変化が見られなかった。
・比較例Ａ１　粒子が沈降し、液面から３分の２までが透明になっていた。
・比較例Ａ２　粒子が沈降し、液面から３分の２までが透明になっていた。
【０１７３】
　次に、遠心分離の条件を、４０００ｒｐｍ／６０分間に変えて評価を行った。結果を以
下に示す。
・実施例Ａ１　粒子が沈降し、液面から３分の２までが透明になっていた。
・実施例Ａ２　ほとんど変化が見られなかった。
・実施例Ａ３　粒子が沈降し、液面から３分の２までが透明になっていた。
・実施例Ａ４　ほとんど変化が見られなかった。
・比較例Ａ１　粒子が沈降した。
・比較例Ａ２　粒子が沈降した。
【０１７４】
　上記結果から、本実施例では、比較例に比べ、分散安定性が優れることがわかる。特に
、乳化剤として、樹枝状構造を持つ高分子を使用した実施例Ａ２、Ａ４は、実施例Ａ１、
Ａ３に比べ、さらに分散安定性が優れることがわかった。
【０１７５】
［実施例Ｂ］
　以下に示すように上記第２実施形態に係る画像表示装置と同様な構成の画像表示装置を
作製した（図１参照）
【０１７６】
－イエロー粒子群３４の粒子分散液の作製－
　イオン性高分子としてカチオン性ポリマー（四日市合成社製ＰＤ－７）９０重量部とポ
リアクリルアミド１０重量部とを混合したものを用いた以外は、実施例Ａ２と同様にして
、シリコーンオイルにイエロー粒子群３４が分散した粒子分散液を作製した。得られた粒
子のゼータ電位測定を行ったところ、７３．１ｍＶであった。
【０１７７】
－マゼンタ粒子群３４Ｍの粒子分散液の作製－
　イオン性高分子としてカチオン性ポリマー（四日市合成社製ＰＤ－７）を用いた以外は
、実施例Ａ２と同様にして、シリコーンオイルにマゼンタ粒子群３４Ｍが分散した粒子分
散液を作製した。得られた粒子のゼータ電位測定を行ったところ、８３．５ｍＶであった
。
【０１７８】
－シアン粒子群３４Ｃの作製－
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　イオン性高分子としてカチオン化ポリビニルアルコール（日本成化学社製Ｋ－２１０）
を用いた以外は、実施例Ａ２と同様にして、シリコーンオイルにシアン粒子群３４Ｃが分
散した粒子分散液を作製した。得られた粒子のゼータ電位測定を行ったところ、９６．２
ｍＶ　であった。
　－絶縁性粒子３６の作製－
　絶縁性粒子３６としては、次のように作成した粒子を用いた。
　メタクリル酸シクロヘキシル：５３重量部、酸化チタン：（タイペークＣＲ６３：石原
産業社製）：４５重量部、及びシクロヘキサン：５重量部を直径１０mmのジルコニアボー
ルを使用し、ボールミル粉砕を２０時間実施することにより、分散液Ａを作成する。
　炭酸カルシウム：４０重量部及び水：６０重量部をボールミルにて微粉砕することによ
り、炭カル分散液Ｂを作成する。２％セロゲン水溶液：４．３ｇ、炭カル分散液８．５ｇ
、及び２０％食塩水：５０ｇを混合し、超音波機で脱気を１０分間行い、乳化機で攪拌す
ることにより、混合液Ｃを作成する。分散液Ａ３５ｇとジビニルベンゼン１ｇ、重合開始
剤ＡＩＢＮ：０．３５ｇを、充分混合し、超音波機で脱気を１０分行う。これを混合液Ｃ
の中にいれ、乳化機で乳化を実施する。
　次にこの乳化液をビンにいれ、シリコン詮をし、注射針を使用し、減圧脱気を充分行い
、窒素ガスで封入する。次に６０℃で１０時間反応させ粒子を作成する。冷却後、この分
散液を、凍結乾燥機により－３５℃、０．１Ｐａの下で２日間シクロヘキサンを除く。得
られた粒子粉をイオン交換水中に分散させ、塩酸水で炭酸カルシウムを分解させ、ろ過を
行う。その後充分な蒸留水で洗浄し、粒度を揃え、これを乾燥させる。なお、この絶縁性
粒子３６の色は、白色であり、体積平均一次粒子径は、２０μmであった。なお、体積平
均一次粒子径の測定は、上述の方法を用いて行った。
【０１７９】
　―画像表示媒体及び画像表示装置の作製―
【０１８０】
　上記画像表示媒体１２は、支持基板３８として、本実施例では７０ｍｍ×５０ｍｍ×１
．１ｍｍの透明な導電性のＩＴＯ支持基板を使用し、エッチングによってこの支持基板３
８上に幅０．２３４ｍｍ、間隔０．０２ｍｍのライン状の表面電極４０を複数作成した。
また、支持基板４４も同様に７０ｍｍ×５０ｍｍ×１．１ｍｍのＩＴＯ支持基板を使用し
、エッチングによってこの支持基板４４上に幅０．２３４ｍｍ、間隔０．０２ｍｍのライ
ン状の背面電極４６を複数作成した。
【０１８１】
　そして、表面電極４０及び背面電極４６各々上には、ポリカーボネート樹脂を厚さ約０
．５μｍとなるように塗布することによって、表面層４２及び表面層４８各々を形成した
。
【０１８２】
　この表面層４２及び表面層４８の平均表面粗さをＯＬＹＭＰＵＳ社製、商品名：レーザ
ー変位顕微鏡OLS1100により測定したところ、Ｒa０．２μｍであった。
　以上のようにして、表面基板２０及び背面基板２２各々を作製した。
【０１８３】
　次に、背面基板２２上に、間隙部材２４を設け、高さ１００μｍとなるように形成した
。この間隙部材２４は、画像表示媒体１２に画像を表示したときの各画素に対応するセル
（間隙部材２４と表示基板２０と背面基板２２とによって囲まれた領域）が設けられるよ
うに形成した。
【０１８４】
　なお、間隙部材２４は、背面基板２２にフォトレジストフィルムを用いたフォトリソグ
ラフィ法によって所望のパターン形状に形成した。間隙部材２４によって形成されるセル
のパターンとしては、縦横０．２５４mmの正方形のセルを画素に略合わせて形成した。ま
た、間隙部材２４は、背面基板２２に熱硬化性エポキシ樹脂をスクリーン印刷によって所
望のパターン形状に塗布し、これを加熱硬化させ、さらに必要な高さになるまでこの工程



(25) JP 2008-216902 A 2008.9.18

10

20

30

40

50

を繰返すことによって形成することもできる。また、間隙部材２４は、射出圧縮成形やエ
ンボス加工、熱プレス加工等によって所望の表面形状に形成した熱可塑性フィルムを背面
基板２２に接着することで形成することもできる。また、エンボス加工や熱プレス加工に
よれば、間隙部材２４を背面基板２２と一体成形とすることも可能である。もちろん、透
明性を損なわなければ表示基板２０側に間隙部材２４を形成してもよいし、表示基板２０
と一体成形してもよい。
【０１８５】
　ここで、分散媒５０としては、信越化学社製シリコーンオイルを用いた。
【０１８６】
　上述のようにして作製したイエロー粒子群３４Ｙ、マゼンタ粒子群３４Ｍ、及びシアン
粒子群３４Ｃの粒子分散液を、各粒子群の体積比が１対１対１の割合となるように混合し
、これに、上記絶縁性粒子３６を１０重量部で分散した後、当該混合した粒子分散液を上
記間隙部材２４が形成された背面基板２２上に充填することにより、各セル内（間隙部材
２４によって区画化された各領域）に充填した。
【０１８７】
　なお、絶縁性粒子３６は、分散媒５０に対して１／１０の割合で混合することによって
、表示基板２０と背面基板２２との対向方向に直交する方向に添って粒子群３４の各粒子
が通過可能な間隙をもって配列させると共に、絶縁性粒子３６と表示基板２０及び背面基
板２２までの距離が、略等距離となるようにセル内に設けた。
【０１８８】
　画像表示媒体１２は、間隙部材２４が設けられた背面基板２２に、上述のように複数種
類の粒子群３４及び絶縁性粒子３６が含有した粒子分散液を各セルに入れ、その後に、上
記表示基板２０を配置して、クランプ等で背面基板２２と表示基板２０とを固定すること
により製造することができる。
【０１８９】
　基板間の空隙体積（セルの体積に相当）に対する粒子群３４の総体積比は、約３％とし
た。また、基板間の空隙体積に対する絶縁性粒子３６の総体積比は、約１０％とした。
【０１９０】
　次に、得られた画像表示媒体１２の表面基板の電極を電圧印加部１６としてのトレック
社製、商品名トレック６１０Ｃに接続し、背面基板の電極を接地した。また、この電圧印
加部１６に、制御部１８の機能を有する機械としてパーソナルコンピュータ（パナソニッ
ク社製、商品名　ＣＦ－Ｒ１）を接続した。
【０１９１】
　以上のようにして画像表示装置を作製した。
　ここで、イエロー粒子群３４Ｙが移動を開始するときの電圧の絶対値｜Ｖｔｙ｜は、５
０Ｖ、イエロー粒子群３４Ｙをほぼ全て移動させるための最大電圧の絶対値｜Ｖｄｙ｜は
、５３Ｖであった。
また、マゼンタ粒子群３４Ｍが移動を開始するときの電圧の絶対値｜Ｖｔｍ｜は、３４Ｖ
、マゼンタ粒子群３４Ｙをほぼ全て移動させるための最大電圧の絶対値｜Ｖｄｍ｜は、３
８Ｖであった。
　また、シアン粒子群３４Ｃが移動を開始するときの電圧の絶対値｜Ｖｔｃ｜は、２０Ｖ
、シアン粒子群３４Ｃをほぼ全て移動させるための最大電圧の絶対値｜Ｖｄｃ｜は、２４
Ｖであった。
　そして、図３を用いて説明したように、基板間に印加する電圧を制御したところ、表示
する色に応じて各色の粒子群３４を選択的に移動され、所望の色を表示することができた
。
【図面の簡単な説明】
【０１９２】
【図１】第２実施の形態に係る画像表示装置の概略構成図である。
【図２】印加する電圧と粒子の移動量（表示濃度）との関係を模式的に示す線図である。
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【図３】画像表示媒体の基板間へ印加する電圧態様と、粒子の移動態様との関係を模式的
に示す説明図である。
【符号の説明】
【０１９３】
１０　画像表示装置
１２　画像表示媒体
１６　電圧印加部
２０　表示基板
２２　背面基板
２４　間隙部材
３４　粒子群
３４Ｃ　シアン粒子群
３４Ｙ　イエロー粒子群
３４Ｍ　マゼンタ粒子群
３６　絶縁性粒子
３８　支持基板
４０　表面電極
４２　表面層
４４　支持基板
４６　背面電極
４８　表面層
５０　分散媒

【図１】
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